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Cooperation between Audit ＆ Supervisory Board and Internal Audit Department 





Abstract：The cooperation between Audit ＆ Supervisory Board and the Internal Audit Department is not 
always legally guaranteed, and it is not incorporated in the audit system. In this respect, the relative 
vulnerability in the cooperation between Audit ＆ Supervisory Board and Internal Audit Department is 
undeniable in the three-pillar audit system. From the viewpoint that Audit ＆ Supervisory Board effectively 
carry out their responsibilities and contribute to the improvement of corporate values, the cooperation between 
Audit ＆ Supervisory Board and Internal Audit Department increasingly becomes important. This is the reason 
why Corporate Governance Code Supplemental Principle 4-13(3) requires cooperation between Audit ＆ 
Supervisory Board and the Internal Audit Department. 
One of the problems with the cooperation between both sides is that there are many companies where the 
Internal Audit Department is directly connected to the president of the company. In this situation, it is difficult 
to prevent management fraud. Furthermore, the companies having no staff for Audit ＆ Supervisory Board 
slightly increase, which is a problem from the viewpoint of corporate governance. In order to not decrease the 
effectiveness of the audit by Audit ＆ Supervisory Board , a significant increase in auditing staff who work in a 
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２．日本監査役協会「第 17 回アンケート」の分析 
 
２． １ 監査スタッフの有無 
監査役（会）設置会社は、代表取締役と業務執行取締
役が業務執行を行い（会社法 363 条 1 項）、これを取締役






ならない（同法 328 条 1 項）。そして監査役（会）設置会
社においては、監査役は 3人以上で、そのうち半数以上は






表 1 監査役スタッフ（監査役の補助使用人）の有無                        （単位：社） 
 全体 上場会社 非上場会社 
2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 
１．いる 1,475 1,534 879 800 596 734 
２．いない 1,895 1,988 936 814 959 1,174 
回答社数 3,370 3,522 1,815 1,614 1,555 1,908 









表 2-１ 監査役スタッフ（監査役の補助使用人）の設置状況別社数                  （単位：社） 
 全体 上場 非上場 
2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 
専属スタッフ
のみの会社 




85 80 64 57 21 23 
兼任スタッフ
のみの会社 
964 1,057 517 489 447 568 
回答社数（スタ
ッフ設置あり） 
1,475 1,534 879 800 596 734 



























表 2-2 監査役スタッフ（監査役の補助使用人）の人数                        （単位：人）                             
（平均人数） 
全体 上場 非上場 
2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 
 スタッフ設置あ
り 
専属スタッフ 0.67 0.60 0.81 0.78 0.46 0.41 
兼務スタッフ 1.19 1.19 1.11 1.08 1.30 1.31 
スタッフ合計 1.86 1.80 1.92 1.86 1.77 1.73 
専属スタッフの
みの会社 




専属スタッフ 1.61 1.49 1.52 1.42 1.90 1.65 
兼務スタッフ 1.59 1.51 1.47 1.46 1.95 1.65 
スタッフ合計 3.20 3.00 2.98 2.88 3.86 3.30 
兼任スタッフの
みの会社 
スタッフ合計 1.68 1.62 1.71 1.61 1.65 1.63 
（出所：日本監査役協会「第 17 回インターネットアンケート集計結果」p.30 から抜粋） 
 
表 2-2 によれば、監査役スタッフの平均人数は、全体
で 1.80 人（前回 1.86 人）、内訳は専属 0.60 人（前回 0.67
















表 3 内部監査部門等の組織上の位置づけ                              （単位：社） 
 2016 年 
全体 上場 非上場 大会社 大会社以外 
１．社 長 2,370 1,305 1,065 1,845 508 
２．その他の業務執行取締役 438 170 268 346 83 
３．執行役員 123 50 73 108 13 
４．取締役会 67 35 32 44 22 
５．監査役（会） 7 1 6 5 2 
６．その他 71 27 44 52 19 
回答社数 3,076 1,588 1,488 2,400 647 


























表 4 監査役による内部監査部門等の部門長への人事同意権の有無                   （単位：社） 
 ２０１６年 
全体 上場 非上場 大会社 大会社以外 
１．人事同意権がある 163 96 67 133 28 
２．人事同意権はないが、意見
を表明している 
983 509 474 728 250 
３．人事同意権はなく、意見も
表明していない 
1,930 983 947 1,539 369 
回答社数 3,076 1,588 1,488 2,400 647 


















表 5 内部監査部門等（監査部、内部監査室など）のスタッフ                     （単位：社） 
 全体 上場 非上場 
 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 
内部監査あり 2,863 3,075 1,720 1,587 1,143 1,488 
 内部監査専属スタッフのみの会社 1,943 2,038 1,255 1,138 688 900 
内部監査専属スタッフと兼任スタ
ッフがいる会社 
444 464 268 248 176 216 
内部監査兼任スタッフのみの会社 476 573 197 201 279 372 
内部監査なし 507 447 95 27 412 420 
回答社数 3,370 3,522 1,815 1,614 1,555 1,908 
















表 6 内部監査部門等設置状況別スタッフ数平均                           （単位：人） 
（平 均） 全体 上場 非上場 
 スタッフ種類 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 2015 年 2016 年 
内部監査あり 
専属スタッフ数 4.71 4.17 5.16 4.89 4.04 3.39 
兼務スタッフ数 0.82 0.83 0.73 0.72 0.95 0.95 









専属スタッフ数 4.37 3.98 5.23 4.62 3.06 3.24 
兼務スタッフ数 2.75 2.60 2.87 2.89 2.55 2.28 




スタッフ数 2.36 2.37 2.49 2.15 2.28 2.49 
（出所：日本監査役協会「第 17 回インターネットアンケート集計結果」p.32 から抜粋） 
 
表 6 によれば、監査部門スタッフの平均人数は、全体
として 5.53 人から 5.00 人へ減少している。その内訳と






スタッフのみの会社」ではスタッフ数が 5.94 人から 5.38
人に減少している。「内部監査専属スタッフと兼任スタッ
フがいる会社」では専属スタッフが 4.37 人から 3.98 人
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表 7 監査役（会）による内部監査部門への指示等                          （単位：社） 
 2016 年 
全体 上場 非上場 
１．社内規則で権限が規定されており、その権限を行
使したことがある 
554 296 258 
２．社内規則で権限が規定されているが、その権限を
行使したことはない 
499 257 242 
３．社内規則で権限が規定されていないが、依頼をし
たことがある 
1,485 770 715 
４．社内規則で権限が規定されておらず、依頼をした
こともない 
507 250 257 
５．その他 31 15 16 
回答社数 3,076 1,588 1,488 
（出所：日本監査役協会「第 17 回インターネットアンケート集計結果」p.33 から抜粋） 
 
表 7 によれば、社内規則で権限が規定されている会社





表 8 内部監査部門等からの報告（平時）                              （単位：社） 
 2016 年 
全体 上場 非上場 
１．内部監査部門等を所管する役員（社長が所管
している場合を含む）のみに報告される 
260 120 140 
２．取締役会のみに報告される 81 36 45 
３．監査役（会）のみに報告される 18 8 10 
４．上記「１」もしくは「２」が正式報告先であ
り、監査役（会）は報告の写し送付先である 
1,127 567 560 
５．監査役（会）が正式報告先であり、上記「１」
もしくは「２」は報告の写し送付先である 
25 14 11 
６．上記「１」もしくは「２」は、及び監査役（会）
ともに正式報告先である 
1,243 700 543 
７．その他 322 143 179 
回答社数 3,076 1,588 1,488 























表 9 内部監査部門等からの報告（有事）                              （単位：社） 
 2016 年 
全体 上場 非上場 
１．取締役会のみに報告される 98 48 50 
２．取締役会及び監査役（会）に報告さ
れる 
2,172 1,141 1,031 
３．監査役（会）のみに報告される 234 131 103 
４．その他 572 268 304 
回答社数 3,076 1,588 1,488 









表 10 監査役と内部監査部門等との連携（複数回答可）                       （単位：社） 
 2016 年 
全体 全体 全体 
１．監査役主導で年度監査計画について
調整している 
242 110 132 
２．内部監査部門等主導で年度監査計画
について調整している 




1,294 688 606 
４．（個別の）監査日程について調整して
いる 
1,030 551 479 
５．個別の監査テーマについて調整して
いる 
846 417 429 
６．調整はしていない 528 280 248 
回答社数 3,076 1,588 1,488 































































































































表 11 社外監査役の前職または現職                            （単位：人） 
 
 





















１．親会社の役職員 1,011 586 169 77 842 509 815 430 195 154 
２．親会社以外のグ
ループ会社役職員 
330 318 92 76 238 242 285 279 38 39 
３．大株主の役職員 594 522 354 283 240 239 550 480 41 41 
４．取引銀行の役
職員 
508 482 398 360 110 122 461 432 46 48 
５．取引先の役職
員 
399 336 290 233 109 103 355 287 32 31 
６．会社と無関係な
会社の役職員 
908 974 670 652 238 322 678 675 229 294 
７．公認会計士また
は税理士 
1,224 1,273 998 953 226 320 1,013 1,006 203 255 
８．弁護士 1,183 1,149 967 867 216 282 1,048 974 127 163 
９．大学教授 159 154 125 111 34 43 146 133 8 15 
10．官公庁 140 123 105 85 35 38 128 109 10 10 
11．その他 364 348 239 201 125 147 275 244 79 90 
合計人数 6,820 6,265 4,407 3,898 2,413 2,367 5,754 5,049 1,008 1,140 
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表 12 社外監査役の兼務社数                                   （単位：人） 
 ２０１６年 
全体 上場 非上場 大会社 大会社以外 
０社 3,307 2,119 1,188 2,615 640 
１社 1,510 959 551 1,257 233 
２社 750 460 290 616 133 
３社 357 206 151 298 57 
４社 129 66 63 101 28 
５社以上 212 88 124 162 49 
合計人数 6,265 3,898 2,367 5,049 1,140 
（出所：日本監査役協会「第 17 回インターネットアンケート集計結果」p.19 から抜粋） 
 
表 12 によれば、兼務が０社の比率が 3,307 社（52.8％）
で最も多いということが重要なのではなく、社外監査役
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8.日本内部監査協会『2014 年監査白書』、2015 年。 
 
（受理 平成30年3月10日） 
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